
○安芸高田市多文化共生推進事業補助金交付要綱 

(平成 23 年 6 月 20 日告示第 31 号) 

改正 平成 27 年 3 月 16 日告示第 19 号 
 

(目的) 

第 1 条 市は、市民の国際化・多国籍化に伴い、外国籍の市民及び日本国籍であ

って両親又は両親のいずれかが外国籍の市民である子(以下「外国籍市民」とい

う。)と日本国籍の市民が異なる言語、文化、生活習慣等を理解し、及び尊重し、

お互いに協力し合う多文化共生社会の推進のための補助金として、市長が認める

実施団体が行う多文化共生推進事業及び国際交流イベントその他の事業(以下

「事業」という。)に要する経費に対して、安芸高田市多文化共生推進事業補助

金(以下「補助金」という。)を予算の範囲内で交付するものとし、その交付に関

しては、安芸高田市補助金等交付規則(平成 16 年安芸高田市規則第 40 号。以下

「規則」という。)に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

(補助対象) 

第 2 条 補助金の交付の対象者は、事業を実施した次の各号のいずれかに該当す

る市内の非営利の団体とする。 

(1) 地域振興会又は地域振興会連合会 

(2) 自治会 

(3) 行政区 

(4) 常会 

(5) 事業の実行委員会 

(6) 自主防災組織 

(7) 外国籍市民の支援を目的に活動している団体 

(8) 外国籍市民と日本国籍の市民の交流を目的に活動している団体 

(9) その他、市長が特に認める団体 

(補助対象事業) 

第 3 条 補助金の交付の対象となる事業は、次のいずれかに該当するものものと

する。 

(1) 外国籍市民の日本語学習支援事業 

(2) 外国籍市民の教育力向上事業 

(3) 翻訳、通訳等のコミュニケーション支援事業 



(4) 外国籍市民のための生活相談事業 

(5) 外国籍市民と日本国籍の市民の交流事業 

(6) 異文化理解、多文化共生又は外国籍市民の人権擁護の推進を目的とした研

修又は啓発事業 

(7) 多文化共生、国際交流又は国際協力の推進を目的としたボランティア育成

事業 

(8) 外国籍市民が行う文化及びスポーツ活動事業 

(9) その他市長が特に認める事業 

(補助対象経費) 

第 4 条 補助金の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、次に掲げ

るものとする。 

(1) 報償費 

(2) 旅費 

(3) 需用費 

(4) 役務費 

(5) 使用料及び賃借料 

(6) 原材料費 

(7) 負担金補助及び交付金 

2 交際費、慶弔費、食糧費及び備品購入費は、補助対象経費とならない。 

(旅費) 

第 5 条 第 3 条に規定する事業を実施した場合の旅費の計算は、安芸高田市職員

の旅費に関する条例(平成 16 年安芸高田市条例第 46 号)及び安芸高田市職員の

旅費に関する規則(平成 18 年安芸高田市規則第 8 号)に定めるところによる。 

(補助金の額) 

第 6 条 補助金の額は、事業に要した経費の額から事業で得られた収入の額など

を除した額とし、1 事業につき補助対象経費の 80 パーセント以内に相当する額

とし、30,000 円を上限とする。 

(交付の申請) 

第 7 条 前条の規定による補助金を受けようとする者(以下「申請団体」とい

う。)は、補助金交付申請書(様式第 1 号)に次の書類を添付して、市長に申請し

なければならない。 



(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(交付の決定) 

第 8 条 市長は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、その内容を審

査し、交付を適当と認めたときは、補助金交付決定書(様式第 2 号)、申請団体

に通知するものとする。 

2 前項に規定する審査において、市長が必要と認めたときは、申請団体に補正す

るよう指示することができる。 

(事業計画の変更) 

第 9 条 前条の決定を受けた申請団体(以下「実施団体」という。)は、補助金の

交付決定を受けた事業計画を変更しようとするときは、事業計画変更申請書(様

式第 3 号)を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

(実績報告) 

第 10 条 実施団体は、前 2 条により申請した事業(以下「対象事業」という。)を

完了したときは、実績報告書(様式第 4 号)に次に掲げる書類を添付して、事業

年度終了後 1 月以内に市長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

2 市長は、前項の規定による報告書を受理したときは、当該書類を審査し、完了

した対象事業が補助金の交付決定の要件に適合しているときは、速やかに補助金

の額を決定し、補助金確定通知書(様式第 5 号)により実施団体に通知するもの

とする。 

(補助金に係る経理等) 

第 11 条 実施団体は、補助金に係る経費について収支状況を明確にした証拠書類

を整備しなければならない。 

(報告及び検査) 

第 12 条 市長は、実施団体の事業に関し、報告を求め、又は検査を行うことがで

きる。 

(補助金の返還) 

第 13 条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全部又は一部

の返還を命ずることができる。 



(1) 補助金を対象事業以外の目的に使用したとき。 

(2) 対象事業の実施にあたって不正な行為があると認められるとき。 

(委任) 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この告示は、平成 23 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 16 日告示第 19 号) 
 

この告示は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 
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